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　 6月の常務理事会で引き続き幹事長に選任されました。昨年 6月に就任して以来、鈴
木善和前幹事長（現常務理事）、伊藤茂昭元幹事長（現常務理事）をはじめとして、役
員の方々のご支援のもと、何とか 1年間幹事長職を務めてまいりましたが、その成果と
いうと心もとないものがあります。鈴木前幹事長のもとで13の支部設置が達成されてい
ますが、この 1年は残念ながら新たな支部設置はなく、力不足を感じています。今年度
はぜひ一つでも多く支部を設置していただきたいと願っております。
　昨年は、衆議院議員選挙もあり政権交代もありました。日弁連、法曹界を取り巻く状
況も厳しさを増しています。再任となった平山理事長を支えて、弁政連の発展に全力を
尽くす所存です。どうかよろしくお願い申し上げます。

日弁連のバックアップと
弁政連の組織強化のため
引き続き御協力をお願い
します。
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政治を動かす・未来を動かす

　このたび、皆様の御下命により弁政連の理事長に
再任いただきました。
　一昨年 3月11日の東日本大震災の直後に理事長に
御選任いただき、 2年間微力を尽くしてまいりまし
たが、法の担い手である我々にも今なお難問山積の
時代に、引き続き微力を尽くせとのことですので、
喜んでお引き受けし、全力を傾注してまいる所存で
す。
　私ども日本弁護士政治連盟（弁政連）の任務は、
1つには日本弁護士連合会（日弁連）の政策を迅速、
的確にバックアップすること、 2つには各政党との
関係においてはいたずらに対立構造をとるのではな
く、常に国民の立場、市民の立場に立ち、いわば公
共性の空間を担う立場から、常に前向きかつ率直に
要請、提言の活動を行うことにあります。
　この 2年間の経験に鑑みますと、各政党におかれ
ても、私どもの立場を十分に御理解いただき、率直

な対話をさせていただき、傾聴していただいている
ことは、大変ありがたいことだと深く感謝申し上げ
たいと思います。
　一方、組織の内部を振り返りますと、組織を強化
するための取組が喫緊の課題となっております。 1
つには残るところ13か所となっております支部の設
立であります。全国の状況を十分に把握し、それを
政治に反映していただくためにも、全ての地域で支
部が設立されることが極めて重要であると考えてい
ます。 2つには、若手会員の活躍の場を更に拡げて
いくためにも、多くの若手会員に私どもの活動に加
わっていただき、豊かなマンパワーを発揮していた
だくことであります。
　いずれも会員の皆様の御指導、御協力を得なけれ
ばならない課題でありますが、全力を尽くしてまい
りたいと考えております。よろしくお願い申し上げ
ます。

日本弁護士政治連盟
理事長　平山　正剛

平成25・26年度理事長挨拶

幹事長挨拶
幹事長　出井直樹
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5 委員会委員長からの挨拶

各支部の情報をお寄せください 総務委員会委員長　吉岡　桂輔

総務委員会は、主に弁政連の推薦基準に従って、候補者の推薦業務などを担当
します。
日弁連の各種活動における日常の関係は重要ですが、全国に支部が増えてきて
いる現状をふまえ、各地からの情報も引き続きお寄せいただくよう、よろしくお
願いします。

推薦候補を国会に送りこみ、弁政連の発言力を高めよう！
 財務委員会委員長　江藤　洋一

昨年は、総選挙にあたり会員の皆様に多大なご寄付を頂き有難うございました。
おかげをもちまして、推薦候補者の多くの方を国会に送り込むことができました。
本年 7月に参議院議員選挙が迫っており、再び会員の皆様にご寄付のお願いをし
なければならなくなりました。何卒ご協力のほどを宜しくお願い申し上げます。

若手弁護士の参加を期待いたします。 企画委員会委員長　尾崎　純理

企画委員会は若手を中心に、司法と立法・行政の架け橋をより太くし、日弁連
の方針の理解を深めるための活動を続けております。
国会議員との懇談会のほか、最近では原発被害者の消滅時効問題で日弁連と共
に行動し、附帯決議に結びつけることができました。また青年部が発足し、自民党、
民主党の若手議員と交流を深めております。今後も、国民のために弁護士の活躍
の場を広げる事に関心のある、若手弁護士の参加を歓迎します。

組織率ＵＰ！！ 組織強化委員会委員長　村越　　進

日弁連の政策を実現する。立法提言を活かす。活動領域を拡大する。そのため
には、弁政連の組織力を向上させ、新規に設置された支部を含め連携を密に活動
を強化しなければなりません。会員の増加、組織率のアップ、新支部の設立にご
協力ください。

さらなる発信力の強化にむけて 広報委員会委員長　斎藤　義房

この度、広報委員長に就任いたしました。
広報は、運動の推進役であり、要です。日弁連執行部との連携をさらに密にし、
日弁連方針の実現を支援する弁政連の役割を果たすべく、尽力します。また、本
部の取組のみならず、各支部の活動を積極的に採り上げたいと思います。弁政連
ニュースとHPに対するご意見を、積極的にお寄せください。
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日本弁護士
　政治連盟役員

自　平成25年 5 月16日
至　平成27年 5 月

氏名
役職
所属弁護士会
経歴

平山　正剛
理事長
東京弁護士会
平成12年度　東弁会長
平成18～19年度　日弁連会長

伊礼　勇吉
副理事長
東京弁護士会
平成14年度　東弁会長
平成14年度　日弁連副会長

田中　敏夫
副理事長
東京弁護士会
平成15年度　東弁会長
平成15年度　日弁連副会長

岩井　重一
副理事長
東京弁護士会
平成16年度　東弁会長
平成16年度　日弁連副会長

吉岡　桂輔
副理事長・常務理事
東京弁護士会
平成18年度　東弁会長
平成18年度　日弁連副会長

若旅　一夫
副理事長・常務理事
東京弁護士会
平成22年度　東弁会長
平成22年度　日弁連副会長

竹之内　明
副理事長・常務理事
東京弁護士会
平成23年度　東弁会長
平成23年度　日弁連副会長

斎藤　義房
副理事長・常務理事
東京弁護士会
平成24年度　東弁会長
平成24年度　日弁連副会長

加毛　　修
副理事長
第一東京弁護士会
平成19年度　一弁会長
平成19年度　日弁連副会長

村越　　進
副理事長・常務理事
第一東京弁護士会
平成20年度　一弁会長
平成20年度　日弁連副会長

田中　　等
副理事長・常務理事
第一東京弁護士会
平成21年度　一弁会長
平成21年度　日弁連副会長

江藤　洋一
副理事長・常務理事
第一東京弁護士会
平成17年度　関弁連副理事長
平成22年度　 一弁副会長 ･日
弁連副会長

尾崎　純理
副理事長・常務理事
第二東京弁護士会
平成15年度　二弁会長
平成15年度　日弁連副会長

山田　勝利
副理事長
第二東京弁護士会
平成16年度　二弁会長
平成16年度　日弁連副会長

高木　佳子
副理事長
第二東京弁護士会
平成17年度　二弁会長
平成17年度　日弁連副会長

飯田　　隆
副理事長・常務理事
第二東京弁護士会
平成18年度　二弁会長
平成18年度　日弁連副会長

庭山　正一郎
副理事長・常務理事
第二東京弁護士会
平成20年度　二弁会長
平成20年度　日弁連副会長

栃木　敏明
副理事長・常務理事
第二東京弁護士会
平成22年度　二弁会長
平成22年度　日弁連副会長

澤井　英久
副理事長・常務理事
第二東京弁護士会
平成23年度　二弁会長
平成23年度　日弁連副会長

橋本　副孝
副理事長・常務理事
第二東京弁護士会
平成24年度　二弁会長
平成24年度　日弁連副会長

杉﨑　　茂
副理事長・常務理事
横浜弁護士会
平成 5年度　横浜(弁)副会長
平成18年度　日弁連副会長

千葉　景子
副理事長
横浜弁護士会
元法務大臣､ 元参議院議員

大島　正寿
副理事長
横浜弁護士会
平成18年度　横浜(弁)副会長

種田　　誠
副理事長
茨城県弁護士会
元参議院議員
平成15年度　日弁連副会長

小沼　洸一郎
副理事長・常務理事
栃木県弁護士会
平成5年度　栃木県(弁)会長
平成7年度　日弁連副会長

古井　明男
副理事長
山梨県弁護士会
平成 9年度　山梨県(弁)会長
平成14年度　日弁連副会長

久保田　嘉信
副理事長・常務理事
長野県弁護士会
昭和50 ･ 51年度　 長野県(弁)
会長
平成18年度　日弁連副会長
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上野　　勝
副理事長
大阪弁護士会
平成20年度　大阪(弁)会長
平成20年度　日弁連副会長

畑　　守人
副理事長
大阪弁護士会
平成21年度　大阪(弁)会長
平成21年度　日弁連副会長

塚本　誠一
副理事長
京都弁護士会
平成15年度　京都(弁)会長
平成15 ･ 16年度　日弁連理事

田中　彰寿
副理事長
京都弁護士会
平成17年度　京都(弁)会長
平成17･18年度　日弁連理事

大塚　　明
副理事長
兵庫県弁護士会
平成13年度　兵庫県(弁)会長
平成16年度　日弁連副会長

田中　清隆
副理事長
愛知県弁護士会
平成15年度　名古屋(現愛知
県)(弁)会長
平成15年度　日弁連副会長

中村　正典
副理事長
愛知県弁護士会
平成23年度　愛知県(弁)会長
平成23年度　日弁連副会長

緒方　俊平
副理事長
広島弁護士会
昭和60年度　広島(弁)副会長
昭和58･59年度　日弁連機構改
革(委)委員

河原　昭文
副理事長
岡山弁護士会
平成 2年度　岡山(弁)会長
平成14年度　日弁連副会長

福島　康夫
副理事長
福岡県弁護士会
平成19年度　福岡県(弁)会長
平成20年度　日弁連副会長

田邉　宜克
副理事長
福岡県弁護士会
平成20年度　福岡県(弁)会長
平成22年度　日弁連副会長

角山　　正
副理事長
仙台弁護士会
平成19年度　仙台(弁)会長
平成20年度　日弁連副会長

向井　　諭
副理事長
札幌弁護士会
平成19年度　札幌(弁)会長
平成22年度　日弁連副会長

渡辺　光夫
副理事長
香川県弁護士会
平成11年度　香川県(弁)会長
平成19年度　日弁連副会長

板澤　幸雄
監事
第一東京弁護士会
平成21年度　一弁副会長
平成21年度　日弁連常務理事

服部　政克
監事
横浜弁護士会
平成23年度　横浜(弁)副会長

安藤　良一
常務理事
東京弁護士会
平成10年度　東弁副会長
平成10年度　日弁連常務理事

藤村　義徳
常務理事
東京弁護士会
平成10年度　東弁副会長
平成20年度　日弁連常務理事

小林　芳夫
常務理事
東京弁護士会
平成21年度　日弁連監事

髙中　正彦
常務理事
東京弁護士会
平成12年度　東弁副会長
平成12年度　日弁連常務理事

伊藤　茂昭
常務理事
東京弁護士会
平成17年度　 東弁副会長 ･日
弁連常務理事
平成19･20年度　弁政連幹事長

小林　元治
常務理事
東京弁護士会
平成15年度　東弁副会長
平成25年度　日弁連日本司法支
援センター推進本部副本部長

黒岩　哲彦
常務理事
東京弁護士会
平成21年度　東弁副会長

伊井　和彦
常務理事
東京弁護士会
平成19年度　東弁副会長
平成14年度　日弁連常務理事

鈴木　善和
常務理事
東京弁護士会
平成19年度　東弁副会長
平成19年度　日弁連常務理事

鈴江　辰男
常務理事
第一東京弁護士会
平成10年度　一弁副会長
平成19年度　日弁連常務理事

長谷川　宅司
常務理事
第一東京弁護士会
平成20年度　一弁副会長
平成20年度　日弁連常務理事

益田　哲生
副理事長
大阪弁護士会
平成17年度　大阪(弁)会長
平成17年度　日弁連副会長

小寺　一矢
副理事長
大阪弁護士会
平成18年度　大阪(弁)会長
平成18年度 日弁連副会長

山田　庸男
副理事長
大阪弁護士会
平成19年度　大阪(弁)会長
平成19年度　日弁連副会長
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森信　静治
常務理事
大阪弁護士会
平成16年度　大阪(弁)副会長
平成25年度　日弁連常務理事

竹岡　富美男
常務理事
大阪弁護士会
平成16年度　大阪(弁)副会長

奥村　哲司
常務理事
愛知県弁護士会
平成17年度　愛知県(弁)副会長

出井　直樹
幹事長
第二東京弁護士会
平成23年度　二弁副会長
平成18年～平成20年
          日弁連事務次長

岡　　正晶
常務理事
第一東京弁護士会
平成20年度　一弁副会長

前田　俊房
常務理事
第一東京弁護士会
平成24年度　一弁副会長

市毛由美子
常務理事
第二東京弁護士会
平成21年度　二弁副会長
平成22年～24年
　　　　　　日弁連事務次長

理事(160名) · 顧問( 3 名)
【理　　　　事】 澤井　英久 第二東京 田中　彰寿 京　　都 山本洋一郎 大　分　県

氏　　　名 弁護士会 橋本　副孝 第二東京 吉川　哲朗 京　　都 渡辺　耕太 大　分　県
平山　正剛 東　　京 栃木　敏明 第二東京 白浜　徹朗 京　　都 由井　照二 熊　本　県
伊礼　勇吉 東　　京 幣原　　廣 第二東京 大塚　　明 兵　庫　県 塚本　　侃 熊　本　県
田中　敏夫 東　　京 正　　國彦 第二東京 中上　幹雄 兵　庫　県 井上　順夫 鹿児島県
坂巻　國男 東　　京 市毛由美子 第二東京 中本　　勝 奈　　良 上野　英城 鹿児島県
岩井　重一 東　　京 清水　規廣 横　　浜 藤本　卓司 奈　　良 田中　　寛 宮　崎　県
吉岡　桂輔 東　　京 杉﨑　　茂 横　　浜 森田　重樹 滋　　賀 萩元　重喜 宮　崎　県
斎藤　義房 東　　京 木村　良二 横　　浜 田口　勝之 滋　　賀 竹下　勇夫 沖　　縄
若旅　一夫 東　　京 千葉　景子 横　　浜 岡本　　浩 和　歌　山 池田　　修 沖　　縄
安藤　良一 東　　京 本間　　豊 横　　浜 有田　佳秀 和　歌　山 角山　　正 仙　　台
藤村　義徳 東　　京 大島　正寿 横　　浜 田中　清隆 愛　知　県 新里　宏二 仙　　台
小林　芳夫 東　　京 松本　輝夫 埼　　玉 中村　正典 愛　知　県 真田　昌行 仙　　台
髙中　正彦 東　　京 黒田　典子 埼　　玉 石原　真二 愛　知　県 佐々木廣充 福　島　県
山下　善久 東　　京 齋藤　和紀 千　葉　県 奧村　哲司 愛　知　県 宮本多可夫 福　島　県
竹之内　明 東　　京 関　　周行 茨　城　県 髙木　道久 愛　知　県 山川　　孝 山　形　県
伊藤　茂昭 東　　京 種田　　誠 茨　城　県 森川　　仁 三　　重 高橋　　耕 岩　　手
小林　元治 東　　京 小沼洸一郎 栃　木　県 室木　徹亮 三　　重 川上　博基 岩　　手
箕輪　正美 東　　京 高木　光春 栃　木　県 川島　和男 岐　阜　県 近江　直人 秋　　田
黒岩　哲彦 東　　京 高橋　伸二 群　　馬 矢島潤一郎 岐　阜　県 中林　裕雄 青　森　県
伊井　和彦 東　　京 小暮　清人 群　　馬 黒田外来彦 福　　井 石田　恒久 青　森　県
鈴木　善和 東　　京 長野　哲久 静　岡　県 今井　　覚 金　　沢 向井　　諭 札　　幌
加毛　　修 第一東京 青島　伸雄 静　岡　県 小堀　秀行 金　　沢 田中　敏滋 札　　幌
田中　　等 第一東京 古井　明男 山　梨　県 本多　利光 富　山　県 小寺　正史 札　　幌
村越　　進 第一東京 加藤　啓二 山　梨　県 緒方　俊平 広　　島 見野　彰信 札　　幌
江藤　洋一 第一東京 久保田嘉信 長　野　県 秦　　　清 広　　島 嶋田　敬昌 函　　館
鈴江　辰男 第一東京 土屋　　準 長　野　県 水中　誠三 広　　島 佐々木秀典 旭　　川
長谷川宅司 第一東京 藤田　善六 新　潟　県 田川　章次 山　口　県 中村　元弥 旭　　川
若林　茂雄 第一東京 平　　哲也 新　潟　県 森重　知之 山　口　県 山崎　俊之 釧　　路
今村　昭文 第一東京 宮﨑　　誠 大　　阪 河原　昭文 岡　　山 武部　雅充 釧　　路
岡　　正晶 第一東京 山田　庸男 大　　阪 平井　昭夫 岡　　山 渡辺　光夫 香　川　県
前田　俊房 第一東京 益田　哲生 大　　阪 秋山　義信 岡　　山 津川　博昭 徳　　島
寺前　　隆 第一東京 小寺　一矢 大　　阪 安田　壽朗 鳥　取　県 木村　清志 徳　　島
山本光太郎 第一東京 畑　　守人 大　　阪 松本　啓介 鳥　取　県 稲田　良吉 高　　知
菰田　　優 第一東京 金子　武嗣 大　　阪 中村　寿夫 島　根　県 西嶋　吉光 愛　　媛
庭山正一郎 第二東京 上野　　勝 大　　阪 吾郷　計宜 島　根　県 宇都宮嘉忠 愛　　媛
井元　義久 第二東京 岩城　本臣 大　　阪 前田　　豊 福　岡　県 【顧　　　　問】
高木　佳子 第二東京 藪野　恒明 大　　阪 福島　康夫 福　岡　県 氏　　　名 弁護士会
尾崎　純理 第二東京 森信　静治 大　　阪 川副　正敏 福　岡　県 本林　　徹 東　　京
山田　勝利 第二東京 竹岡富美男 大　　阪 田邉　宜克 福　岡　県 梶谷　　剛 第一東京
飯田　　隆 第二東京 中本　和洋 大　　阪 桑原　貴洋 佐　賀　県 久保井一匡 大　　阪
吉成　昌之 第二東京 塚本　誠一 京　　都 山下　俊夫 長　崎　県   
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＜はじめに＞

【出井幹事長】　本日はお忙
しい中お集まりいただきあ
りがとうございます。司会
を務めます弁政連幹事長の
出井でございます。本日
は、政府の震災復興政策の
一環として震災復興特別交
付金を財源として東日本大
震災の被災自治体に任期付
職員として採用されたお二
人の弁護士にお越しいただきました。弁護士が被災
自治体の内部に入って復興事業にどのような形で携
わるのかということをお話いただきたいと思いま
す。それでは最初にそれぞれ簡単な自己紹介をして
いただきたいと思います。

【菊池氏】　岩手県任期付職員に採用された菊池優太
と申します。修習期は62期です。東京の事務所に入
所し、三年間ほど勤務しておりました。私は岩手県
の出身だったので、今回岩手県での採用の募集に心
動かされ、応募し採用に至ったという経緯です。

【大岩氏】　大岩昇と申します。新60期です。昨年末
までは東京の法律事務所に 5年間勤務していまし
た。主に企業法務を扱う事務所で、私がいた頃は 7
人の弁護士が在籍していました。今年 1月付けで宮
城県の総務部私学文書課に配属されました。私学文
書課に法律や条例に関することを扱う法令班という
部署がありまして、私は法令班に所属しています。

【出井幹事長】　今日はもう一方、お二人をよくご存
じの岡本さんにもご参加いただきました。簡単に自
己紹介をお願いします。

【岡本広報委員会副委員長】　第一東京弁護士会所属
で、弁政連企画委員と広報委員をさせていただいて
おります岡本正と申します。修習期は56期です。東
日本大震災直後に災害対策本部嘱託室長になり、そ
の後災害復興支援委員会の幹事をやらせていただき
お二人との接点ができました。行政との関係では、
2年間、内閣府に上席政策調査員として出向し、行
政改革を担当していた経験があります。

＜現在の仕事の内容＞

【出井幹事長】　それでは、それぞれ今どういうお仕

菊池優太
岩手県総務部法務学事課
特命課長（法務指導）

新62期

大岩　昇
宮城県総務部私学文書課主幹

（法務担当）
第一東京弁護士会所属

新60期

被災地自治体で
活躍する法曹たち

司　　会　出井直樹　本部幹事長
　　　　　柳楽久司　本紙編集長
　　　　　小川晃司　本部広報委員会副委員長
　　　　　岡本　正　本部広報委員会副委員長
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事をなさっているのか、お話しいただきたいと思い
ます。

【菊池氏】　今一番メインの
仕事になっているのは、各
課の業務において生じてい
る問題についての法律相談
です。様々なものがありま
すが、大きなものとしては
原子力損害賠償の問題もあ
り、自治体損害の賠償交渉
や被災者の損害賠償支援に
おける法的な助言などを
行っています。
　復興との関係ですが、私は復興対応を主眼として
採用されているわけですけれども、今のところ、復
興業務に専属的に関わっているというよりは、法律
相談がある度に、それが直接復興に関係あるものと
ないものとがある、というような状況です。復興関
係の事例ですと、道路が津波で全線壊滅したけれど
も、それを復旧していくに当たり、関係土地の筆界
等が不明であるとか、仮設住宅を作る際にどういう
権利が設定されていればよいのかとか、用地取得の
際に土地の相続人は誰なのか、見つからない場合は
どうするのかとかいうような話は度々ある状況で
す。ただし、頻出する事例は担当課において対応が
類型化されていますので、その中でもさらに疑義が
生じたようなものが来るという感じです。

【出井幹事長】　原子力損害賠償の話もあるというこ
とですが、被災者というのは避難されている方で
しょうか。

【菊池氏】　割合的には業者の方が多く想定されてい
ます。県の総務室の中に放射線影響対策担当という
セクションがあって、そこが除染や検査等含め放射
線に関する業務を取りまとめている状況なのです
が、その中の一つに賠償を担当するチームがあって
私もそこに加わっています。今は、例えば消滅時効
問題についての県としての考え方と対応を示さなけ
ればならないといった話をしています。

【出井幹事長】　大岩さんはどういう感じなのでしょ
うか。

【大岩氏】　菊池さんとかなり似た感じなのですが、

8割 9割は他部署からの法律相談です。

【出井幹事長】　県民からの相談も受けているので
しょうか。

【大岩氏】　県民からの法律相談を受ける業務はあり
ません。他の部署からの法律相談で、復興に関連す
るものもあれば関連しないものもありますが、おそ
らく半分以上は復興に関連するものです。例えばみ
なし仮設住宅といって、県が民間賃貸住宅を借り上
げて被災者に無償で貸すものがあるのですが、その
契約の関係とか、原子力損害賠償の関係などが典型
的な復興に関する業務です。

【出井幹事長】　仕事をやる上で関係する法律はかな
り多岐にわたるのでしょうか。

【大岩氏】　行政に関する個別法を扱うので、関係す
る法律は多岐に渡ります。一日に一つは新しい法律
や条例を見ている、というイメージです。ただ一番
使うのは、地方自治法と、あとはやはり民法ですね。

【柳楽編集長】　執務場所というのは県庁に自分の席
があってそこに座っているという感じなのですよ
ね。

【大岩氏】　ええ、机があります。

【柳楽編集長】　そこにいると、たとえば法律事務所
で執務していると自分の机の電話が鳴るというよう
な、そんな感じから他部署から質問が来るのですか。

【菊池氏】　そうですね、そのようなこともあります
し、課の職員を経由してくることもあります。たま
に直接いらっしゃる方もいますね。

【大岩氏】　会社でいえば法務部の役割だと思いま
す。電話が掛かってきたら、なるべくすぐに打ち合
わせして答えられるものはその場で答えて、調べた
り検討する必要がある場合は、調べたうえで部署内
の職員と相談したり、場合によっては他の部署の職
員にも相談して回答します。

【出井幹事長】　大岩さん、菊池さん、それぞれにお
うかがいしたいのですが、今まで四ヶ月間のお仕事
をやった中での相談案件のうち差し支えない限度で
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座談会

お話できることがあればお話いただければと思いま
す。

【大岩氏】　先ほど言いましたみなし仮設住宅という
のは、県が民間賃貸住宅を定期建物賃貸借で二年間
借り上げて被災者の方に無償で供与するもので、今
ちょうどその契約期間満了の時期がきています。貸
主に再契約の意向がない場合、契約上、入居者は退
去しなければならないわけですが、そのような場合
に、貸主と入居者の間に入っている県がどういう対
応を取るのかが問題になることがあります。それ
と、各課の業務としては一般的なものでも、何らか
の形で復興に関連していることも多いです。たとえ
ば、設置に許認可が必要な事業場が被災して損壊し
た場合の対応とか、県が所有する土地の売買契約で
売却後に復興のための利用が予定されている場合の
土地売買契約書の検討などです。

【菊池氏】　先ほど少し話した道路の件ですが、沿岸
部のある道路が全線壊滅して、復旧しなければとい
う話になっていたのですが、一部権利関係や登記関
係が不明確なところがありました。詳細は述べられ
ないのですが、権利関係も登記関係も複雑でしたの
で、判例や文献を調べたり、法務局に調査に行った
りして整理しました。用地取得の関係で、権利関係の
整理や取得の手法を尋ねられることもあります。あ
とは、仮設住宅の整備における、土地所有者、県、業
者の三者の権利関係や契約書の内容について助言し
たりしました。これは大岩さんにもご相談しました。

【出井幹事長】　岩手県が岩手弁護士会に防潮堤の用
地取得の際の権利調整を委託したというニュースが
流れていましたけれども。

【菊池氏】　これはまだ具体的な業務にはなっていな
いのですが、県と弁護士会とが提携した契約をし
て、用地取得の面で相続人ははっきりしているけれ
ど、権利調整が難しいという事案において、弁護士
が入ってくれれば解決の見込みがあるという場合
に、その権利調整を県から弁護士会に委託した、と
いうものです。県の方で相続人を探して、相続人は
見つかったけれども、そこからの調整をやって欲し
いというものを委託する予定になっています。それ
に関して、いかなる事案を弁護士会に投げるべきか
という整理や判断に複雑なものがあった場合には、
私も検討してほしいという話まではきています。

【岡本広報委員会副委員長】　弁護士でないと実際の
事件処理はわからないものですか。

【菊池氏】　そういう面もあると思います。県でも相
続人を探すノウハウはあるようですが、具体的な交
渉がどのように進められるか、どれを優先的に解決
するべきかといった実務的なところをフォローして
ほしいというニーズがあるようです。

【岡本広報委員会副委員長】　弁護士として遺産分割
協議などで培ったスキルが活きるわけですね。

＜日弁連のバックアップ体制＞

【出井幹事長】　岡本さんは、日弁連では災害復興関
係や行政関係の委員会に入って、日弁連内外で自治
体でのいろいろな活動もされているのですが、その
観点からいかがでしょうか。

【岡本広報委員会副委員長】
　弁護士で災害復興支援に
関わっていて最初に感じた
ことは、何にも優先して、
被災した住民の声や提案を
聞かなければならないとい
うことです。さらに、それ
を実現するには自治体から
声を上げていただく必要が
あるという点です。そのた
めには、外から弁護士が発言するだけではなく、行
政の方たちと協働して一緒になって推し進めること
をしないと、声も届きにくいものです。例えば、避
難所に入って法律相談をする場合、行政の方の手引
きがないと相談活動ができません。常に連携が必要
だと思います。さらに、弁護士は、従来から個別の
案件の法解釈による事案解決は得意ですが、政策形
成や提言などの活動については、まだノウハウを
持っている方は少ないと思います。そこで、被災地
に任期付職員として弁護士が入ることで、行政の現
場執行の解決ノウハウと、法曹としての法解釈能力
の両方を身につけることができると考えておりまし
た。そうしたところ、地道な啓発活動の甲斐もあっ
てか、昨年、岩手県と宮城県が弁護士を募集し、今
年 1月の採用に繋がりました。東北地方の自治体と
しては初ということになります。そのような経緯
で、菊池さんと大岩さんにお聞きしたいのですが、
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東京で弁護士をしていた中で、自治体職員になるこ
とが決まったわけですが、事前に被災地の課題と
か、行政機関で働くことについて勉強する機会は
あったのでしょうか。

【菊池氏】　応募前にしっかり勉強する機会はほとん
ど無かったですね。私は岩手の出身だったので、震
災時から気になっていたのですが、その後震災関係
にあまり関われておらず、そのような状況に負い目
や葛藤などがあった中で、募集をたまたま見つけて
応募に至ったというのが実態でした。その時点では
詳しいことはわかっておらず、赴任する三ヶ月前頃
に採用が決まった後もあまり勉強はできませんでし
た。もっとも、赴任前に岡本さんはじめ日弁連の災
害対策本部の先生方に研修を行って頂いたり、震災
関係で尽力されている実務者の紹介をして頂きその
お話を伺ったりして、その点は大変勉強になりまし
た。

【出井幹事長】　大岩さんは。

【大岩氏】　私も勉強というのはほとんどない状態
で、ただ、去年、NPOなどいわゆる社会起業家を
サポートする団体に入ったこともあり、それまでよ
りも広く社会のことに関心を持つようになりまし
た。また、友人たちと被災沿岸部に行って地元の方
や現地で活動されている方の話を聞いたりして、ま
だまだ復興に時間がかかるし、やるべきことは多い
と感じました。そうした思いと、弁護士五年目となっ
て新しいことに挑戦してみたいという思いが重なっ
ていたところに宮城県の募集があって、今まで何も
してなかった自分でもいいのかという思いもあった
のですが、まずは応募して選ばれれば飛び込もうと
いう気持ちで応募しました。

【岡本広報委員会副委員長】　日弁連主催により、被
災地自治体に赴任する弁護士のバックアップ研修が
始まっております。第一回受講生が菊池さん、第二
回受講生が大岩さんでした。

【柳楽編集長】　どのような研修なのでしょうか。

【岡本広報委員会副委員長】　第一回も第二回も、実
は受講者は先生方お一人ずつでした。私も含む講師
が三人、震災関係の法律問題や、住民合意形成の手
法などを半日かけてレクチャーする、というもので

した。少しでも赴任する方と思いを共有したいとい
う趣旨で企画しています。

【出井幹事長】　菊池さんどうでしたか。三人の講師
陣に一人。レクチャー。そこでためになったのは何
か。

【菊池氏】　内容は勿論そうなのですが、特にために
なったのは人間関係だと思います。岡本先生はじめ
復興に尽力される先生方と知り合いになれたという
こと。あとは心構えや姿勢でしょうか。講師の先生
方皆さんから強い思いが感じられました。また、弁
護士の精神を内部で生かして欲しいと言われたこと
が強く心に残っています。

【出井幹事長】　大岩さんは。

【大岩氏】　私も同じことを思いました。研修の際の
資料が今も手元にあって、必要に応じて参照してい
ますが、それ以上に、心構えを学んだり、復興のた
めに熱心に活動されている先生方と繋がりができた
ことが非常に大きかったです。

【出井幹事長】　災害復興の委員会でそういうことを
しているんですね。今後も被災地自治体の支援プロ
ジェクトというか、被災自治体に入る人はお二人に
続くと思うのですが、そういうバックアップ体制と
いうのがあるということですね。

【岡本広報委員会副委員長】　はい、当初は個々の弁
護士の活動でしたが、今では日弁連と協力し、被災
自治体で採用が決まった方に繋いでいただいていま
す。お二人の後にも、既に何人かの弁護士に同じ研
修を実施しています。

【出井幹事長】　これまでの執務環境と全く違う自治
体というところに入っていくに当たっては弁護士側
にも色々な不安があると思うのですが、結構手厚い
バックアップがあったのですね。

【岡本広報委員会副委員長】　手厚いといっても、講
師も必ずしも被災地の人間ではないので、あくまで
活動の一端をご紹介することがメインになります。
今お話ししたのは、自治体に赴任する前のバック
アップの話ですが、現在中心に取り組んでいるの
は、赴任後の横のネットワークの構築です。
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座談会

＜専門家ネットワークによる支援＞

【大岩氏】　岡本先生を中心
に、被災地任期付職員の
バックアップネットワーク
を作っていただきました。
日弁連の災害復興支援委員
会の弁護士や、地方財政、
地方自治、都市計画、行政
法、防災を専門とする学者
の方々、復興庁の職員の
方、被災自治体から岩手、
宮城、福島の各県の職員の方、全国市長会の方など
がメンバーです。私が他の部署から相談を受けて、
例えば地方財政の問題に関することで分からないこ
とがあったらそこに問い合わせればアドバイスをい
ただける、というチームです。

【菊池氏】　いざとなったらこのような専門家に質問
できるという体制は大変心強く思っています。

＜被災自治体に弁護士が貢献できること＞

【出井幹事長】　皆さん入ってまだ四ヶ月ですが、今
後の展望あるいは、被災自治体の中に弁護士が入る
ことで貢献できることについてお話いただきたいと
思います。

【大岩氏】　県庁の職員は皆勤勉で優秀で、最初は本
当にビックリしました。ただ、前例のない新しいこ
とをやることに慣れていない面があるように思いま
す。外から入った人間として、そういったところで
役に立てる場面があると思います。また、いわゆる
トラブルの場面以外にも行政の様々な場面で法律の
考え方が役に立ったり、弁護士が使えることを十分
認識してもらえていないようにも思います。宮城県
庁は大きな組織なので、私がひとつひとつの法律相
談に乗ることも大事なのですが、法律に対する意識
を底上げしたり仕組みづくりにつなげていければと
思っています。

【出井幹事長】　組織の中で相談に来るのを待ってい
るだけではなくて、色々なところから課題を掘り起
こしていくこともやっていきたいということです
ね。菊池さんどうでしょうか。

【菊池氏】　私は一番やりたいことは、潜在している
復興関係のニーズをもっと顕在化させて、解決にあ
たっていきたいと思っています。全体に通じること
ですけど、弁護士が活躍できる部分、弁護士が関与
すれば変わりうる部分があることに気づかないうち
に進んでいることもあるので、そういうニーズをま
ず探求したいです。あとは個々の案件を対処するば
かりではなく、仕組み作りに貢献したいと思ってい
ます。また、実際に職員の方から、県職員の法務能
力向上のため、法的な考え方などを伝えてほしいと
いうような要望もあったので、そういうことも通常
業務を通して醸成していければと思っています。

【岡本広報委員会副委員長】　私などが申し上げるべ
き立場ではないのですけど、個別の業務はこれから
増えていくと思います。県庁内にはまだ弁護士とし
て採用された者が一人しかいないわけです。ただ、
いつでも相談できる相手がいるということで、安心
して業務に取り組んでくれたらと思っています。と
ころで、菊池さんも大岩さんも県の立場なわけです
が、復興支援の主役である市町村との連携はどうで
すか。あるいは、国と自治体との関係ではどうです
か。

【菊池氏】　例えば、先ほど来た道路の相談は、もと
もとは市町村から県に来たものですね。

【岡本広報委員会副委員長】　県に対して、地元の自
治体から相談が来るということですか。

【菊池氏】　市町村から県の所管課に来た相談が私に
回ってきた形ですね。他には、用地取得の関係での
相談などを私に直接頂いたことがありました。その
他最前線たる市町村の支援を拡大できればと考えて
います。

【岡本広報委員会副委員長】国との交渉はあるので
すか。

【菊池氏】　これまでは特段行ったものはありません
が、具体的に私も関与して行うことが想定されるも
のが何件があるので、今後、機会があると思います。

【大岩氏】　職員から相談を受けている中で、国に相
談したところこういう解釈を示されたという話が
あって、それに対して、こういった別の解釈もあり
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得るという回答をしたことはあります。今後は、私
自身が国の担当者と話すような場面も出てくると思
います。

【岡本広報委員会副委員長】　今までの自治体という
のは、「国がこう解釈しているから、そうやります」
というようなスタンスも少なからずあったと思いま
す。お二人のような法曹有資格者の方が自治体に
入って、自治体の側でも積極的に法解釈して、自分
たちで新しい政策をつくり出すことが、これから重
要だと思います。自治体から国に要望しなければな
らないこともあると思いますので、政策、立法提言
の分野における活動も期待したいと思っています。

【柳楽編集長】　ちょっと素
人っぽい質問になってしま
うのですが、お二人は県庁
にいらっしゃるじゃないで
すか。その県の下には市町
村というまた違う自治体が
あるわけですよね。先ほど
は市からの相談が県に来
て、それに対応したという
お話だったのですが、そう
いった、より住民に密着した基礎自治体に、お二人
のような法曹有資格者が入っていたらどうなんだろ
うなと思いました。どうですか、お二人から見て弁
護士がいたらいいのになとか思いますか？

【大岩氏】　おっしゃるとおり、県が直接事業を行う
こともありますが、特にまちづくりなどは市町村が
主体になる場面が多いので、市町村に弁護士が入る
のはいいことだと思います。実際に宮城県の東松島
市には 4月から弁護士が入っており、石巻市には 5
月から弁護士が入ります。自治体の弁護士同士で連
携していけたらと思います。それは弁護士同士だけ
の連携というよりも、弁護士を通じて自治体同士の
コミュニケーションにつながれば素晴らしいなと思
います。

【菊池氏】　市町村が一番最前線で、生活の再建に関
わる業務の主要部分は市町村が行っていると思いま
す。市町村に弁護士が入れば活躍の場は広いと思い
ますし、望ましいことと思います。ただ、必ずしも
予算等の問題で採用に至らないことも多いと思いま
す。私としては、自分の立場で市町村業務について

も何らかの力添えができればいいなと思っています
し、また、県は、横断的な連携や情報共有の調整な
どをしやすい立場にあると思いますので、そういっ
た面でも復興に関わる力添えができればいいなとい
う状況です。

【岡本広報委員会副委員長】　あの市の取組は良い
な、広められないかな、という点は、県からの方が
よく見えるのではないか思います。様々な政策につ
いて、横串が通せていないというのはよく言われて
いますが、これからの復興の道のりの中で、それに
気付いていければなと思います。ですから、大岩さ
んがいったような「弁護士を通じて自治体同士のコ
ミュニケーション」をとるという点に期待したいと
思います。

＜自治体へのメッセージ＞

【出井幹事長】　それでは最後に被災自治体へのメッ
セージをそれぞれいただきたいと思います。

【菊池氏】　自治体と弁護士というテーマで述べます
と、今、被災自治体に弁護士が入っていくというの
が増えていますが、中に入ってみると法律問題とい
うのは本当にたくさんあります。そのような中、庁
舎の中に弁護士がいて、いかなる段階であってもす
ぐ相談できる人間がいるメリットはとても大きいと
いう実感があります。また、現場の人も気付いてい
ない問題があることもあるので、予防法務的な機能
が発揮しやすいと思っています。また、弁護士を一
人採用すれば、その弁護士が持っている弁護士とし
てのネットワークに加入できるといえ、他の弁護士
や専門家の知見も活用することができますので、弁
護士を採用することのメリットは大きいと思いま
す。

【柳楽編集長】　先ほど私も市や基礎自治体の話をし
ましたが、そういったところに広がってくれればい
いですよね。

【菊池氏】　そうですね。基礎自治体で貢献できる部
分はかなり大きいのではないかと思っています。ま
た、おそらく被災自治体の市町村で採用されたので
あれば、私や大岩さんとその先生の間でいろいろな
相談や連携ができるようになると思いますし、それ
は自治体同士の連携にもつながり得ますので、相乗
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座談会

2013年 1 月　岩手県　総務部法務学事課

2013年 1 月　宮城県　総務部私学文書課

2013年 4 月　東松島市（宮城県）総務部総務課

2013年 4 月　富谷町（宮城県）総務部総務課

2013年 5 月　石巻市（宮城県）総務部総務課

2013年 6 月　相馬市（福島県）企画政策部

2013年 6 月15日時点で、 6名(日本弁護士連合会調べ）

 

被災自治体における法曹有資格者の採用状況

効果もあると思います。現に私と大岩さんは普段結
構相談をしています。

【大岩氏】　各市町村に弁護士がいれば話もしやすい
ですし、向うも問い合わせしやすくなると思うんで
す。そういったネットワークが繋がればいいなと思
います。それから、外から入った人間の声というの
は自治体が活性化するきっかけになると思います。
実際、私が新しい提案をすると、賛成してくれる職
員は多いです。そういった場面でも、法律の専門家
として発言、行動できる弁護士の果たす役割は大き
いと思います。

【出井幹事長】　今日はお二人に貴重なお話を頂きま
した。震災からの復興ということになると、まさに
自治体の力が試されるということになると思いま
す。その自治体の中に大岩さんが言ったように外部
から人を入れることとか、特に法律的な立場で発言
ができて実行できる人を入れていくというのは意義
があることだと思います。今後ともぜひ法律家とし
て活躍の場を広げていただき、復興にも力を尽くし
ていただきたいと思います。本日はどうもありがと
うございました。

 （平成25年 4 月25日　於仙台弁護士会館）
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シンポジウム

去る2013年 4 月16日（火）19時より、弁護士会館17階1701AB会議室にて、行政機関での任期付職員経験を持

つ弁護士をパネリストとし、同職員の立場からみた政治過程及びそこにおける弁護士としての関わり方について

討論及び質疑応答を行うシンポジウムが、日本弁護士政治連盟の主催により開催された。

パネリストとして永井徳人氏（元総務省）、飯島世栄子氏（元内閣府）、板倉陽一郎氏（元消費者庁）、コーディ

ネーターとして岡本正氏（元内閣府）の 4名が登壇。全員56～62期という若手ということもあり、建設的で活気

ある雰囲気で次第が進められた。行政機関や立法府の生の姿を肌で体感してきた各パネリストから、「レク」「吊

るし」「お経」「エンバーゴ」といった独特の業界用語が紹介され、外部からは見えにくい行政府・立法府の実態

が赤裸々に語られた。また、我が国の統治機構を行政府の側から自ら体験した法の専門家として、政治過程に法

曹が積極的に参画していくことの有用性や、各弁護士会や日弁連による政治的コミットメントの在り方等につい

て白熱した議論が行われた。とりわけ、ロビー活動の成果を得るためには何よりも時期とタイミングを見計らい、

ピンポイントで省庁や議員らに働きかけることが重要であり、時期に後れた意見書提出やロビー活動は効果が無

いという実状や、メディアとの協力関係の構築の重要性が指摘されるなど、今後の各弁護士会及び日弁連での委

員会活動等にも大きく影響を及ぼし得るものとなった。

法曹界には、法的素養を発揮し行政・立法両府にも積極的に関与して、真に法の支配を実現していく役割が

求められよう。今回のパネリストのような若手を起爆剤とし、法曹の活躍の場が益々拡大されていくことを今後

も期待したい。 （広報委員会副委員長　池本寛子）

「行政機関の任期付職員からみた政治過程」

下村博文文部科学大臣講演会

平成25年 5 月24日の18時から、弁政連主催の下村文部科学大臣講演会が執り行われました。山岸日弁連会長を含

む30人余りの参加者が集まり、活発な議論の場となりました。

下村大臣は、講演の冒頭に、福島原子力発電所事故の時効問題

について触れられ、全ての被害者について十分な期間に賠償請

求権を確保させるため、立法を含む措置が必要であるとの踏み

込んだ認識を示されました。さらに、法曹養成制度や高等教育

制度についても多様なご講演をいただき、極めて有意義な講演

会となりました。 （企画委員会副委員長　水上貴央）
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定期総会開催される
　2013年 5 月16日、弁護士会館クレオにて2013年度の
定期総会及び理事会が開催された。平山正剛理事長が
再任されたほか、新年度の理事、監事、副理事長、常
務理事がそれぞれ選任された。
　定期総会では、2012年度の決算、事業報告、2013年
度の事業活動方針及び予算が承認された（なお、事業
活動方針は、弁政連ホームページにも掲載している。）。
　今後、活動方針に掲げられた支部未設置地域の解消
や日弁連・弁護士会の諸課題の実現支援のための活動
に取り組んでいくこととなる。 （幹事長　出井直樹）

平成25年度(2013年度)活動方針
　日本弁護士政治連盟は、日本弁護士連合会及び単位弁護士会の政策実現を支援するため、自らを、「法の担い手」である
弁護士と「法の作り手」である政治（国会）とのかけ橋として位置付け、以下の方針のもとで活動して参ります。

1．支部未設置地域を解消し、支部活動の一層の充実強化を図ります。
　全国各地域における支部の存在こそが、弁政連活動の源泉であり推進力でもあります。弁政連は、本年度中の支部未設置
地域解消の実現を目指すとともに、各支部の活動のより一層の強化をはかって参ります。

2．会員拡大を推進し、内外共に、より存在感のある組織とします。
　若手弁護士が各地に活躍の場を広げる中、各支部での経験交流や政治との接点の拡大をはかるなど、弁政連の組織と活動
を若手会員にとって魅力あるものとすることによって会員数の拡大をはかって参ります。

3． 日本弁護士連合会、弁護士会連合会及び単位弁護士会との連携を強め、政党、国会議員、地方
議会議員及び自治体首長等に対する組織的な要請活動を行います。

　民事・刑事・司法基盤整備を含む改革諸課題、法曹養成制度の改革、震災復興等日弁連が実現を目指し対応を迫られる重
要政策課題について、日弁連等との連携を密にし、政党、国会議員、地方議会議員、自治体首長等に対する弁政連本部及び
各支部における組織的な要請活動を行って参ります。

4．弁護士の新たな活動分野として政治・行政の場を位置付け、これを推進します。
　近年、弁護士の新たな活動領域として政治・行政の場が注目されています。議員・政策秘書、政府機関・自治体における
任期付職員、「法務」区分総合職等、弁護士のこれら政治・行政の場における活動を推進するため、様々な場と機会を提供し、
これを支援して参ります。

5．会員と議員との交流の場を拡げます。
　当選祝賀会等に加え、支部における議員等との懇談の場の設定も含めて、会員が誰でも参加できる企画を充実させ、議員（地
方議会議員も含む）との人的な繋がりを広める場と機会を積極的に設けるとともに、若手会員にとっての職域拡大の場とも
して参ります。

6．国政選挙に際し、実績に基づく適正な選考による推薦活動等を行います。
　国政選挙においては、日弁連等と連携した組織的要請活動をより効果的なものとするため、全国各支部からの意見等も踏
まえつつ、所属政党にとらわれず飽くまでも超党派で、実績に基づいた適正な推薦活動等を行って参ります。

7．広報活動を充実させます。
　広報活動は、組織の存在感を高め、透明性を与え、信頼度を増すために重要です。「弁政連ニュース」や、ホームページ
等の広報媒体をより充実させることにより活発な広報活動を展開して参ります。

8．職域の維持と拡大を、司法制度の利用者である国民の観点から、推進します。
　弁護士の職域の維持・拡大は、国民の権利利益を擁護しわが国社会の隅々に法の支配を実現する基盤となります。新たな
弁護士像をも構築しながら、司法制度の利用者である国民の観点に立って、弁護士の職域の維持と活動領域の拡大に努めて
参ります。
 以　上
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支部報告ⅩⅣ

平成23年 6 月に支部を設立し、懇親会には国会議員・地方議会議員・市長さんらに出席して頂きました。そ
の後、平成24年 1 月に民主党、 7月に自民党の国会議員、平成25年 1 月に県議会議員の方々との意見交換会・
懇親会を持つことができました。
約 2年間の成果と課題として 3点をあげてみます。
第 1に、国会議員に関しては、ローヤーとローメーカーという近い関係にもかかわらず、一部の人を除いて
殆ど接点がありませんでしたが、双方から自由に意見が言える雰囲気を作り上げることができたと思います。
意見交換の中で法曹養成・弁護士数の現状と問題点などを具体的に説明してきましたが、今後は青年弁護士が
中心となり、国会議員・地方議会議員とより密接な関係を築き、望ましい弁護士制度の拡充・強化をはかって
いくことが必要でしょう。

第 2は、会員数の増加方法です。意見交換会を開いた後、直ちに
写真入りニュースを作成して弁護士会全会員に配布し、交換会・懇
親会の雰囲気を伝へ、会員増加の一助にしていますが、新規登録者
の増加で加入率が追いつかない状況です。さらに一工夫が求められ
るところです。
第 3は、女性会員の参加です。女性は、いろいろ大変とは思いま

すが、参加者が少ないのが残念です。女性法律家の社会的・経済的
基盤を確立するためにも、出来るだけ出席され、存在感を示して頂
けたらと願っています。
（添付写真＝平成25年 1 月の県議会議員との交換会時の写真）

より大きなブリッジの構築を目指して
石川県支部長　今井　　覚

鹿児島県支部　－国会議員との朝食会－
 鹿児島県支部長　井上　順夫

鹿児島県支部は、平成23年 8 月20日に設立されたので、そろそろ
設立 2周年を迎えようとする若い支部である。
鹿児島県支部では、昨年、鹿児島県内選挙区の民主党から選出さ

れた国会議員と朝食会という形で意見交換を 2回ほど行ったので、
このことを中心に現状を報告する。
そもそも国会議員の方々は、東京での活動が忙しく、地元に帰っ

てきても夜は選挙区内の地元回り等で忙しいので、最も効率的に時
間を作れ、しかもざっくばらんに話をしてもらう機会を作ろうと考
え、朝食をとりながらの意見交換という形にしたのだが、好評だっ
たように思う。

第 1回目の朝食会は、平成24年 1 月12日午前 8時30分からホテル吹上荘で、当時の民主党選出の衆議院議員
川内博史氏、同皆吉稲生氏、同打越明司氏、同網屋信介氏の 4氏と、当支部会員14名が参加して行われた。メ
インテーマは、法曹人口問題、修習生給費制問題、取調の可視化問題。活発な議論がなされたが、特に印象深
かったのは、国会議員の方々が新人弁護士の就職状況に相当興味を持っていたこと、給費制に関するデータが
出すところによってまちまちでどれを信用して良いか分からないと発言されたことである。
第 2回目の朝食会は、平成24年 4 月23日午前 8時からアーバンポートホテルで、当時の民主党選出の衆議院
議員打越明司氏、皆吉稲生氏と当支部会員10名が参加して行われた。ここでもメインテーマは法曹養成問題で、
国会議員の方々の印象では合格者1500名でも多いということでこの点我々の見解と概ね一致した。また、全面
的国選少年付添人制度の早期実現に向けても両者で見解を一致するなど有益な議論ができたと思う。
ただ、惜しむらくは先の衆議院選挙の政権交代劇で、民主党選出の衆議院議員の方々が落選してしまったこ
とである。
当支部としては、今後も党派を超えて朝食会等の活動を展開していく所存であるが、さしあたり自民党選出
の国会議員との意見交換会を実現させたい。
なお、今後は朝食会の継続や会員の増大等を目指し、鋭意頑張っていきますので、今後ともよろしくお願い
します。
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自由民主党青年局と日本弁護士政治連盟企画委員会青年部との
昼食懇談会
2013年 6 月12日、自民党青年局と弁政連企画委員会青年部との昼食懇談会が実施された。
当青年部は 8名の弁護士で臨んだところ、自民党青年局は小泉進次郎局長以下10名もの国会議員が参加し、自民

党青年局における当青年部との関係構築についての期待が表
れていた。
小泉局長からは、ざっくばらんに話をしたい、当青年部との

今後の関係について期待をするとの発言があった。
また、自民党青年局の出席者からも、具体的な政策課題につ

いて早い段階から議論に加わってもらいたい、飲み会等も含め
若手の意見交換をしたいとの意見が出された。
当青年部としても、今後もこのような会合を継続的に実施し

ていきたい。 （企画委員会青年部本部長　瀧澤啓良）

弁政連も新しい年度を迎え、ますます充実したニュースにできればと思います。（いでい）
編集長を退任しました。約 3年間お世話になりました。（なぎら）
広報委員長と編集長が今号限りで任期を全うされるとのことで、さびしい限りです。（おがわ）

貴重な座談会に参加させていただき感謝いたします。（おかもと）
今年から始めようなどと考えていたことに未着手のまま、気づけば今年も折り返しですが、たくさんの先生方に指示を仰ぎつつ色々活動さ
せていただきたいと思います。（いけもと）

編集後記

支部人事について
東京本部
　本部長　竹之内明　幹事長　藤原浩
神奈川支部
　本間豊幹事長に代わり、大島正寿会員が就任
静岡県支部
　支部長　青島伸雄　幹事長　青山雅幸
新潟県支部
　支部長　藤田善六　副支部長　髙野泰夫
兵庫県支部
　春名一典副支部長に代わり、
　道上明会員及び林晃史会員が就任
愛知県支部
　支部長　中村正典　副支部長　田中清隆
　事務局長　髙木道久

九州支部
　松﨑隆支部長に代わり、福島康夫会員が就任
宮崎県支部
　大迫敏輝事務局長に代わり、黒木昭秀会員が就任
福島県支部
　支部長　宮本多可夫　副支部長　浅井嗣夫
　幹事長　渡邊真也
札幌支部
　支部長　向井諭　事務局長　見野彰信
釧路支部
　支部長　山崎俊之　副支部長　武部雅充

 “次号につづきます”

全国弁護士市長会開催される
　2013年 6 月 5 日、都市センターホテルにて、白井博文・山陽小野田市長（20期）、鈴木俊美・栃木市長（32期）、
酒井隆明・篠山市長（33期）、濱田剛史・高槻市長（48期）、泉房穂・明石市長（49期）、山下真・生駒市長（52期）
の 6名が集い、全国弁護士市長会が開催された。今回は関係団体として日本司法支援センター、日本弁護士連合会
及び当政治連盟に参加が呼び掛けられ、日本司法支援センターか
らは田中晴雄理事及び中井幹晴情報提供課長が、日弁連からは菊
地裕太郎副会長が、弁政連からは平山正剛理事長、尾崎純理企画
委員長及び出井直樹幹事長がそれぞれ出席した。
　各弁護士市長から各自治体で弁護士・法曹資格者をどのように
活用しているかという点を含めそれぞれが取り組むプロジェクト
の紹介がなされた後、関係団体から順次情報提供の上、意見交換
を行った。昨年立ち上がった会であるが、今回規約も策定され、
今後活動の本格化が期待される。 （幹事長　出井直樹）


